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本書では、イノベーションモデルが、公的機関・大学・企業によ
る従来の研究開発（R&D）モデルと、スタートアップのアジャイ
ルイノベーションとのハイブリッド型に移行しつつある中にお
ける、東京およびその周辺地域のスタートアップ・エコシステム
について分析する。まず、スタートアップ・エコシステムがグロー
バル都市の発展、ひいては国家経済の発展においてどのような
役割を果たすかを紹介する。次に、イノベーション・スタートアッ
プ・エコシステムへの移行期にある日本のイノベーション・シス
テムを国レベルで捉え、その中で首都圏がどのように機能して
いるかを考察する。続いて、東京のスタートアップ・エコシステ
ムを具体的に分析する。このエコシステムは、投資、支援イン
フラ、スキルインフラで構成されており、これらの要素は綿密な
調査と深い分析を行うに値する。最後に、本書の結論では、東
京におけるチャンスを活かすためのよりよい方法や異なる方法
について、また他のグローバル都市にも当てはまるより普遍的な
教訓について述べる。

本書は、東京のスタートアップ・エコシステムの分析と、世界の
他の主要なスタートアップ・エコシステムとの比較における隔
たりについて考察することを目的とする。主な目標は、グロー
バルなイノベーション・ハブとしてのエコシステムのパフォーマン
スと影響力を高める機会に光を当て、東京の経験から学んだ教
訓を示すことである。

経済の変革がグローバルに加速する中で、知識、技術、イノ
ベーションは、生産性と将来的成長を生み出すエンジンとなっ
ている。この変革の中で、スタートアップは知識、イノベーショ
ン、技術を生み出し、それらを素早く商業化するための不可欠
な資産として登場した（BCG 2021）。ここ数年、これらの先端
技術（人工知能、量子コンピューティング、先端材料、バイオテク
ノロジーなど）の急速な発展にディープテック系のスタートアッ
プが参入し、イノベーション・エコシステムが拡大し、スタートアッ
プ・エコシステムと融合するようになった。企業、大学、研究開
発機関は、これらの新技術のイノベーションと開発のために、
新しく登場したこれらのスタートアップに大きく依存している。
新型コロナウイルス感染症のワクチンのためのメッセンジャー
RNA技術が急速に発展したという最近の事例は、このような新
しいダイナミズムにおける数多くのうちの一事例に過ぎない。

第二次世界大戦から復興して以来、日本はテクノロジーとイノ
ベーションのリーダーであった。日本は、主要なグローバル・
イノベーション・ハブ、科学と知識を生み出すトップクラスの大
学、研究開発に多大な投資を行う強力な企業を擁し、世界で最
も先進的なイノベーション・エコシステムの1つを形成した。日
本の研究開発集約度（国内総生産［GDP］あたりの研究開発
件数）は世界最高水準であり、科学技術文献や特許の数は世
界最大級である（OECD 2019）。日本には先進的な大学や研
究センターがあり、世界をリードするいくつかの科学技術クラス
ターを擁している。科学技術文献や特許を生み出している世
界のクラスタートップ100のうち5つが日本にあり、東京が1位、
大阪、神戸、京都、および名古屋もトップ15に入っている（Dutta, 
Lanvin, and Wunsch-Vincent 2020）。日本企業は日本のイ
ノベーション・システムに大きく貢献している。日本企業の研究
開発投資額は世界第3位であり、世界的に見ても最大級の投資
家と言える（Grassano et al.2020; Strategy& 2019）。  

範囲と目的

概要

世界と国内の状況
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しかし、スタートアップ・エコシステムは、日本の従来のイノ
ベーション・エコシステムほど強固で有益なものになっている
とは言い難い。日本のスタートアップ・エコシステムは経済規
模の割には小さく、国内志向であり、その経済規模を鑑みた場
合、今後大きな成長と拡大の潜在力を秘めている。日本のベ
ンチャーキャピタル（VC）投資（スタートアップの成長を専門と
するリスク投資）は、世界のVC活動の中では小さく、世界シェア
の1.4%を占めるに過ぎない。また、日本のVC投資集約度（GDP
に対するVC投資額）は最低水準であり、2019年では中国の
0.23%、米国の0.64%に対してわずか0.08%にとどまっている
（図1.3）。他の主要なエコシステムとは異なり、日本はスタート
アップ投資に関しては純輸出国であり、これは国のエコシステ
ムが、VCのみならず企業のためにも投資可能なクリティカルマ
スの機会を持っていないことを示唆している。その結果、エコ
システムが生み出す成果は限られており、2021年1月の時点で
は11件となっている。この数字は、中国、ドイツ、インド、英国、
米国などの大国または高所得国だけではなく、イスラエルや韓
国などの小規模経済と比べても低くなっている。これらの国々
はいずれも長期にわたる集中的イノベーションの実績を持つ。
（図1.4）

図1.3：
GDPに対するベンチャーキャピタル集約度

出所：米国に関してはNational Venture Capital Association, 2020、中国に関してはSheng, 2020、欧州連合と英国に関してはDealroom, 2020、インドに関しては
Sheth, Krishnan, and T, 2020、日本に関してはINITIAL, 2021、イスラエル、韓国、その他の国に関してはRowley, 2020、シンガポールに関してはPillai, 2019、KPMG 
2019. 
注記：シンガポールのみは第1～第3四半期のデータに基づく。
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出所：WIPO Country Pro�les, https://www.wipo.int/ipstats/en/statistics/country_profile/#J.

従来のイノベーション・システムを支える大規模で強固なス
タートアップ・エコシステムの欠如は、日本におけるイノベー
ションおよび技術的成果の創出を制限し始めている。2010年
には世界で最も革新的な企業15社の中に日本企業が8社含ま
れていたが、2019年にはこの数はわずか2社にまで減少してい
る（EconSight 2019）。同様に、2010年には日本が特許取得
数で世界トップだったのが、その後、中国、米国、欧州連合に抜
かれている（図1.10）。実際、特許出願数と取得数の両方でマ
イナス成長となっているのは、特許に関する上位5カ国の中で
は日本だけである。日本のスタートアップ・エコシステムが他国
と同等のレベルにまで発展すれば、より多くの新技術、新市場、
新企業の創出を支援できる。このことは、新型コロナウイルス
感染症とその回復後のダイナミクスによって推進されたテクノロ
ジー主導のビジネスモデルの加速に特に関連していえることで
ある。

図1.10：
主要国の特許出願数と取得数の成長率（2010～2019年）
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東京は、日本がその高度なイノベーション・システムと同等に、
世界的な競争力を持つスタートアップ・エコシステムを発展さ
せる可能性を理解する上で重要なクラスターである。東京は
日本最大の科学技術ハブであり、日本で最もグローバルな都市
である。日本で人口が最も多く、企業や大学などイノベーショ
ンの鍵となる資産が集中している。また、スタートアップとベン
チャーキャピタル（VC）投資も国内で最も多く、スタートアップの
資金調達の80%を占めている（INITIAL 2021）。

東京のスタートアップ・エコシステムを分析するため、ソーシャ
ルネットワーク分析を用い、それに加え他の主要なスタートアッ
プ・エコシステムの補助的統計の比較データ分析を採用した。
スタートアップ・エコシステムとは基本的に多様な組織からなる
コミュニティであり、これらの組織がさまざまな方法でスタート
アップ企業を支援することで、知識のスピルオーバーを可能に
し、張り巡らされた関係性のネットワークを介して起業家が重
要なリソースにアクセスできるようにする。簡潔にまとめると、
スタートアップ・エコシステムの主な要素は以下のとおりである。
（a）公式および非公式のあらゆるネットワークで構成され、エ
コシステムの他のすべての要素をつなぎ合わせるコミュニティ
とソーシャルネットワーク。（b）エコシステムの中で起業家やス
テークホルダーが利用できる資金源を包む投資。（c）起業家に
よるスタートアップ設立を支援するために用意され、起業家が
利用できるエコシステム内のすべてのプログラムとリソースを含
む支援インフラ。（d）起業家が競争力のあるベンチャー企業を
設立できるよう、エコシステム内で起業家に関連スキルを提供
するすべての利用可能な機関を含むスキルインフラ。

東京のスタートアップ・エコシステムは「発展」段階にある。世
界有数の科学技術クラスターであり、最大級の首都圏を形成
する東京の潜在力には追いついていない。東京には、多くの
投資活動、世界水準の大学へのアクセス、企業や政府の関与
など、競争力を高めるための特筆すべき資産がある。しかし、
その経済的潜在力や、有数のエコシステムを持つ他の世界的
大都市圏と比較して、総体としてのVC投資水準が低く、ユニ
コーン企業の数も少ない。

東京のエコシステムには非専門的アクターが多く、エコシステ
ムの成長志向と国際競争力を制限している。東京のエコシ
ステムは、国内の大手銀行や金融機関などの非専門機関に大
きく依存している。これらの機関は、成長志向のスタートアッ
プの具体的ニーズに対応し、それを理解するようには設計され
ておらず、国内志向の考え方が強い傾向がある。東京のエコ
システムのソーシャルネットワークは、従来型産業のそれに似
ており、主要なスタートアップ・エコシステムとは大きく異なって
いる（図2.5）。東京では、エコシステムの70%が非専門的アク
ターに依存しているのに対し、ニューヨークではわずか25%に
すぎず、エコシステムのほとんどが成長志向の専門的アクター
によって形成され、支援されている。最もパフォーマンスの高
いエコシステムは、スタートアップの支援を中核とし、世界的な
競争力を持つクリティカルマスのスタートアップを創出する専
門的アクターの大規模なコミュニティに依存している。このよ
うな専門的アクターは、専門知識や情報、資金を直接スタート
アップに提供するだけでなく、スタートアップが成長する過程で
必要となる追加の人材、知識、国内外のメンターおよび資金に

アクセスするための接続ハブの役割も果たしている。このよう
な非専門的アクターへの過度の依存は、技術分野の起業家の
企業の立ち上げ、そしてそれが国際的競争力を持つまでに成
長するまでを支援するということを唯一の目的として活動する
専門的アクターが、東京にはまだ十分に育っていないことを示
している。

日本のスタートアップ・エコシステムの分析 東京のスタートアップ・エコシステム
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図2.5：
専門的および非専門的アクターの
エコシステム・ネットワーク

出所：調査データを基に、補足資料を加えて著者が分析したもの（レポート本編における付録A「方法論」を参照）。
注記：資金提供を受けたスタートアップに関する入手可能なデータベースやその他のステークホルダーの公開情報から、調査対象とした事業体に基づくソーシャルネットワーク。
東京のエコシステムは6,086社、ニューヨークのエコシステムは9,168社を含む。ニューヨークには1,326人の代表的な支援ステークホルダー（複数のコネクションを持つ）がお
り、そのうち1,031人が専門家（76%）、313人が非専門家（24%）である。東京には282人の代表的な支援ステークホルダーがおり、そのうち86人が専門家（30%）、196人が非
専門家（70%）である。点は、エコシステムのステークホルダーを表す。線は、ステークホルダーの役割に基づきステークホルダーとスタートアップの間のつながりを表す（たとえ
ば、投資家のつながりは投資、アクセラレーターのつながりはアクセラレーションへの参加、学校のつながりはスタートアップ創業者の当該学校での教育、前職は当該企業での前
職）。線の色は、専門的アクターおよび非専門的アクターのスタートアップとのつながりと、スタートアップ同士のつながりに基づいている。
注記：シンガポールのみは第1～第3四半期のデータに基づく。

東京 ニューヨーク

非専門的

専門的

スタートアップ

影響は関係性の数による

70% 30% 24% 76%
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東京のスタートアップ・エコシステムは、他のエコシステムやグ
ローバルなスタートアップ・ハブに比べて国際的なつながりが
少ない。東京には、スタートアップと関係している国際的でグ
ローバルなステークホルダーの数が限られている。東京に常設
されているグローバル・アクセラレーターは1社（Plug and Play）
のみで、その地元プログラムは主に企業スポンサーと提携して
いる（非専門的アクター）。東京のエコシステムが引きつける
国際投資の額もまた限られている。2020年には、東京のスター
トアップ資金のうち海外のVCからの資金調達は11%で、2014
年以降の最高額でも12%となっている（INITIAL 2021）。同エ
コシステムは国内での資金調達の割合が最も高いシステムの1
つであり、ユニコーンへの資金提供のほぼ50%が国内投資によ
るものである。東京のエコシステムは国内の投資やリソース（例
えば、知識）に大きく依存しており、ますます国内重視に偏ること
で成長が制限されている。ディープテックのスタートアップを分
析すると、東京のエコシステムの国際的つながりは限られてお
り、サンフランシスコ・ベイエリアのエコシステム（アウトバウンド
投資を通じてつながりのある唯一のエコシステム）に大きく依存
し、強力な地域ハブのいずれにも属していない（図2.6）。
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図2.6：
ディープテック・スタートアップとスタートアップ・ハブ内の投資家
の国際的つながり

出所：Pitchbookデータベースと世界銀行の調査データに基づく著者の分析。
2019年に更新。  
注記：ここでのデータは、人工知能、ロボット技術、宇宙技術、量子コンピュータに関
して、最先端の利用のみを対象としている。付属的な技術の利用（ビジネスモデル
のための非中核的な利用など）は含まれない。スタートアップと投資家は、出身地
ごとにまとめられている。点はこれらのクラスターを表す。点の大きさは、各クラス
ターに属するスタートアップ企業と投資家の数に比例する。クラスターの大きさが
大きいほど、そのクラスターに属するスタートアップ（投資を受ける側）と投資家（投
資を行う側）の数が多いことを示す。線は、クラスター間の投資関係（すなわち、クラ
スター間で行われた投資と受けた投資）を示す。線の太さは、クラスター間で行わ
れた投資と受けた投資の数に比例する。クラスター間の線が太いほど、クラスター
間で行われた投資や受けた投資が多いことを示す。この図は、国のクラスターとの
関係を重力構造で示すように作られている。より多くのつながりを持つクラスターと
は、近い位置に置かれている。図の中心にあるクラスターほど、他のクラスターとの
つながりの絶対数が多く、クラスターとのつながりの種類が多い（つまり、より多くのク
ラスターとより多くつながっている）。サンフランシスコはより多くのクラスターにつな
がり、最も多くのつながりを持っているため、最も中心的なクラスターであると言える。
サンフランシスコにつながっているクラスターは、サブクラスターを形成している。北
京は最大の地域サブクラスターであり、上海、深セン、香港特別行政区と強いつなが
りがあるだけでなく、シンガポールも引きつけている。ニューヨークとボストンも、複数
の地域とつながる大きなサブクラスターを形成している。ロンドン、パリ、トロントはよ
り小さな地域のサブクラスターを形成している。

東京

シンガポール
上海

台湾

サンフランシスコテルアビブ

パリ

ロンドン

ニューヨーク

影響は関係性の数による

色分けは投資元による
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図3.4：
VC投資ステージの分布（％）

東京のスタートアップへの投資は成長を目的としたものではな
く、アーリーステージに著しく偏向している。スタートアップの
成長に特化した資金提供（VCやエンジェル投資家などによる）
は東京では比較的少なく、エコシステムにおけるスタートアップ
への資金提供全体の25%未満となっている（INITIAL 2021）。
さらに、他のエコシステムと比較すると、全体的な資金提供は
アーリーステージに集中している。世界的に見ても、米国や欧
米ではVC投資額はステージごとに大きくなり、レイトステージで
50%以上を占めているのに対し、日本では逆にシードステージ
で60%以上、レイトステージでは7%未満となっている（図3.4）。
このようなレイトステージでの資金調達の差は、スタートアップ
が規模を拡大してグローバルな競争に打ち勝つために、専門的
投資アクター（VCやエンジェル投資家など）よりも、アーリース
テージでのIPOを通じた公開市場などの、より不確実で時間の
かかるメカニズムに頼らざるを得ないという点で大きな制約と
なっている。同様に、他の成熟したエコシステムと比較すると、
案件ごとの資金調達額は格段に小さい。東京におけるシード
ステージの平均ラウンドは世界平均の約半分であり、米国や欧
州の平均値と比較しても同様である（図3.5）。

出所：欧州およびグローバルデータに関しては̶Teare 2021a and 2021b、北米に関しては̶Teare and Azevedo 2020、日本に関しては̶INITIAL, 2021。
注記：VC ＝ベンチャーキャピタル。ベンチマーキングのため、ステージはCBInsightsの使用する国際基準に合わせて統一してある。300万米ドル未満の案件はシードステージ、
300万米ドルから500万米ドルまでの案件はアーリーステージ、500万米ドル超の案件はレイトステージとしている。INITIALのデータは、投資シリーズごとにスタートアップが
受け取った資金に基づいており、Teare and Azebedo (2020)およびTeare (2021a and 2021b)の価値基準に合わせている。
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東京のスタートアップ・エコシステム 概要

出所：欧州およびグローバルに関してはTeare, 2021b and 2021c、北米に関してはTeare and Azevedo, 2020、日本に関してはVenture Enterprise Center, 2020。
注記：投資ステージはCBInsightsの使用する国際基準に合わせて統一してある。300万米ドル未満の案件はシードステージ、300万米ドルから500万米ドルまでの案件はアー
リーステージ、500万米ドル超の案件はレイトステージとしている。VECの分類は、参照する各国の額が開示されていないため、異なる可能性がある。代わりに、VECの手法
は同社のステージを参照しており、特にアーリーステージとレイトステージについては、CBInsightsの分類と一致しない可能性がある。ベンチマークのために、VECの分類の
うち、アーリーステージと拡大ステージをアーリーステージに統合した。

図3.5：
投資ステージ別の平均案件額（百万米ドル）
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東京のエコシステムを支えるインフラは、非常に国内志向で
未発達であるが、今後の成長への高い潜在力がある。東京
のエコシステムには、専門的アクセラレーター・プログラムや
そのシステムで成長し経験を積んだメンターおよびエンジェ
ル投資家が非常に少ない。今回の分析対象となった155のア
クセラレーターと支援プログラムのうち、75%は企業や公的
プログラムと提携しており、専門的アクセラレーターは25%に
過ぎない。専門的アクセラレーターの大半は小規模で、相互
のつながりはほとんどない。それに対して、ニューヨークの支
援プログラムの大半は企業や政府とは独立して運営されてお
り、エコシステムの中で中心的な役割を担っている（図4.1）。
2019年のCrunchbaseによるアクセラレータートップ100リス
トを見ると、世界の主なエコシステム（サンフランシスコ、ロンド
ン、ニューヨーク、シンガポールなど）には多数のアクセラレー
ターが存在するのに比べ、東京のアクセラレーターは1つもな
い。東京には強力な専門的支援インフラがないため、創業
者は実践的知識やネットワークへのアクセスを制限されている
（Aspen Network of Development Entrepreneurs and 

Village Capital 2013; Aspen Network of Development 
Entrepreneurs, Agora Partnerships, I-DEV International 
2014; and Roberts et al. 2016）。

1　以下のURLを参照。
https://about.crunchbase.com/
blog/100-startup-accelerators-
around-the-world/
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出所：調査データに補足情報を加えて著者が分析したもの（レポート本編における付録A「方法論」を参照）
注記：点はエコシステムのステークホルダーを表す。線はアクセラレーション、メンターとの関係、イベントへの参加などに基づき、
ステークホルダーとスタートアップとのつながりを表す。

図4.1：
エコシステムの専門的及び非専門的支援インフラのネットワーク
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表5.1：
国際比較データベースに記録されている、同窓生の設立したスタートアップの数

東京のエコシステムには、スタートアップの成功に不可欠なリ
ソースである、経験豊富なエンジェル投資家やメンターのクリ
ティカルマスの拡大が必要である。スタートアップが成功して
シードやアーリーステージから成長を遂げるためには、起業経
験を持つメンターと専門的なアクセラレーター・プログラムが
必要である（Qian, Mulas, and Lerner 2018）。しかし、メン
ターやエンジェル投資家は数が少ない上、ほとんどが国内関連
で（非常に少数の海外関連を含む）エコシステムへの影響力は
小さく、小規模なサブネットワークで活動している。エンジェル
投資は、2020年にスタートアップが受け取った資金総額の2%
未満であるのに対し、米国ではこれは18%であった（INITIAL 
2021; Sohl 2020）。  

東京のスキルインフラは大学に集中しており、非公式の実践
的なアントレナーシップ・プログラムの存在感は薄い。最も影
響力を持つのは東京のトップ3大学（東京大学、慶應義塾大学、
早稲田大学）であり、次に京都大学と東京の2つの企業アクセ
ラレーターが続く。起業および技術的スキルの新しいモデルを
提供する組織（コーディング・ブートキャンプ、成長志向のアクセ
ラレーター、経験的スキルを迅速に学ぶためのその他の研修プ
ログラムなど）の存在感は比較的薄い。このような追加的なス
キルを提供する組織が少ないため、東京のエコシステムでは、
地元人材の体験学習のためにフォーマル教育をアップグレード
およびカスタマイズすることが難しい状況にある。これは、スター
トアップの創業者や従業員がビジネス、技術、起業家としてのス
キルを身につけるために必須のものである。

東京の大学では起業家教育が拡大しているが、エコシステム
のニーズを支援する包括的な大学エコシステムはまだ十分で
はない。近年、東京の3つの主要大学は、新たな実践的起業家
エコシステムとともに、自校の学生のために実践的な起業家教
育を拡大している。しかし、日本の大学で最も一般的なプログ
ラムは、学生に実際の起業経験を提供するものではなく、スター

トアップ経営の根拠となる理論やフレームワークを教えるという
アカデミックなプログラムになっているように見受けられる。そ
の結果、東京の大学の卒業生が起業したスタートアップ、ユニ
コーン、調達した資金の数値は、ニューヨークのような大規模な
主要エコシステム（1大学あたり1,000～3,000）やテルアビブの
ようなニッチ・イノベーションのエコシステム（1大学あたり600～
1,500）と比較して、相対的に少ないまま（1大学あたり200未満）
である（表5.1）。

出所：米国の大学（2021年6月および7月）に関してはTracxn database （https://tracxn.com/）、日本の大学（2021年5月）に関してはCrunchbase database 
（https://www.crunchbase.com/）。
注記：ペンシルバニア大学およびコロンビア大学は、学部プログラムとビジネススクールからのデータを合わせたものである。
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まだ小規模ながら、日本の大学は強力なR&D（研究開発）商
業化プログラムを開発している。日本の大学は強力なR&D商
業化プログラムを開発しており、創業者のためのメンターシップ
や人材マッチング、アクセラレーターやVCファンドへの橋渡しな
どを行っている。日本には2018年までに2,566社以上の大学と
提携したスタートアップが存在しており、その数は2014年以降
増加している（METI 2020）。2020年に報告されたデータによ
ると、大学発のスタートアップが調達した資金は、スタートアップ
の資金調達の約10%を占めている（INITIAL 2021）。まだ数は
少ないものの、これらのプログラムは、従来の科学技術システム
をスタートアップ・エコシステムに結びつけ始めている。

主な強みとチャンス

東京のエコシステムは、ディープテックや先端科学に投資して
いる国々のよい手本となり、世界的な主要ディープテック・ハブ
に拡大する大きな可能性を秘めている。東京のエコシステム
は、都市、地域、国レベルでエコシステムを成長させるために、
公共部門が高レベルで関与しリーダーシップを発揮することで、
日本の強力な科学技術イノベーション・システムとスタートアッ
プ・エコシステムを結びつけ、高度に専門化されたグローバル・
イノベーション・ハブへと進化することができる。東京のエコシ
ステムの主な強みは以下のとおりである。

 (a) エコシステムへの大学の関与とその強力な商業化プロ
グラム

 (b) 積極的な企業研究開発商業化プログラムを持つ企業が
エコシステム内で示す強い存在感

 (c) 質の高いイノベーションやスタートアップを生み出す競
争力の高いディープテック・プロダクション 

 (d) 全国のプログラムに対する政府の今後期待される強力
な支援

これらの強みにもかかわらず、東京のエコシステムには、世界
の主要なスタートアップ・エコシステムとしての発展の可能性
を阻むいくつかの隔たりがある。これらの隔たりは、既存市場
の失敗への取り組み、民間のアクターを通じた有機的成長の促
進、スタートアップ志向のエコシステムのステークホルダーの誘
致などの政策措置によって対処可能である。具体的には以下
のようなことが考えられる。

 (a) 投資拡大のための専門的アクター（たとえば、独立系
VC）や国際的な高成長アクセラレーターを引きつけ、触
媒として機能させる。

 (b) より規模の大きな国際的資金を呼び込むために、欧州
の投資ガイドラインや米国証券取引委員会の標準規則
に類似した、VCおよびスタートアップ投資の国際的投
資基準を確立する。

 (c) 英国グローバル・アントレプレナーシップ・プログラムや
K-Startupなどのような体系化されたグローバル・プロ
グラムを通じて、経験豊富なグローバル志向のスタート
アップ人材を引きつけ、エコシステムのつながりを作る。

 (d) カリフォルニア大学バークレー校、マサチューセッツ工科
大学、スタンフォード大学のような先進的なスタートアッ
プ大学と日本の大学との提携を促進し、実践的なノウハ
ウに基づくスタートアップ教育や大学エコシステム構築
プロジェクトの導入を支援する。

 (e) 東京以外の科学技術クラスター（大阪、京都、神戸、名
古屋、福岡など）においてスタートアップ・エコシステムを
育成し、企業や大学の研究開発イノベーション・システム
との統合を促す。



エコシステムの領域 主な隔たり

投資 •	 成長志向の専門的資金提供者（たとえば、VCファンドやエンジェル投資家）および経験豊富な人
材が限られている。

•	 資金調達のエコシステムでは国内の非成長分野に特化した企業が優勢であり、国際的な競争力
を持つアクターの参入が限られている。

•	 アーリーステージ以降の資金提供が限られており、国内市場の成長に焦点を当てた限定的な資
金提供が大半を占めている。

支援インフラ •	 スタートアップ向けの専門的支援プログラムが非常に限られており、グローバルなプログラムが常
設されていない。

•	 スタートアップ向けの専門的支援プログラムは国内を中心とした小規模なもので、より大きな成
長のためのメンターや知識へのアクセスが限られている。

•	 スタートアップに成功した経験を持つエンジェル投資家やメンターのコミュニティは誕生している
が、国外での成長や国際的なネットワーク、メンターおよび資金提供者との接触は限られている。

スキルインフラ •	 新たな実践的アントレプレナーシップ教育は最大規模の大学に限られ、大学スタートアップ・エコ
システムの大規模な発展は見られない。
•	 大学生以外の人材を育成するための非公式の実践的な起業スキルを提供する団体（ブートキャ
ンプやアクセラレーターなど）の存在が限定的である。
•	 国内中心のスキルプログラムは、グローバル市場やリソースへの露出が少ない。

全体 •	 世界規模で成長し競争するスタートアップを生み出す可能性はあるが、小規模であまり成長志向
ではないスタートアップ・エコシステム。

•	 国際的成長を達成するための実践的な知識、ノウハウ、人材、資金へのアクセスが限られており、
国際的思考のための利用可能なリソースがほとんどない。

•	 スタートアップのイノベーションの内需に対応する能力が限られており、企業の海外投資とのバラ
ンスに大きな落差がある。
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表6.1：
東京のエコシステムの隔たり

表6.1と6.2には、東京のエコシステムにおける主な隔たりと、そ
れに対処するための政策事例の網羅的リストが示されている。



エコシステムの領域 アクション領域

投資 •	 成長志向のあるスタートアップのための専門的投資ファンド（独立系VCなど）を誘致し、触媒として
機能させる（特にミドルステージ以降）。

•	 世界的なスタートアップ（独立系VC）のファンドマネジメントでグローバルな経験を積んだ、成長志
向の強いベテラン投資家の人材を呼び込む。

•	 企業や大学が成長志向の投資を発展させ、VCや企業主導の支援プログラムにグローバルな経験
を積んだ人材を引きつけるための税制優遇措置を設ける。

•	 欧州の投資ガイドラインや米国証券取引委員会の標準規則に類似した、VCやスタートアップへの
投資に関する国際的投資基準を確立または育成する。

支援インフラ •	 グローバルな専門的スタートアップ支援プログラム（アクセラレーター、スタートアップ・ハブ、コンテ
ストなど）を誘致し、エコシステム内でプログラムを育成し、国内の創業者とグローバルな人材を結
びつける（国内および国際的創業者のコロケーションやチームマッチング）。

•	 国際的成長を志す主要企業や大学とともに、世界的に競争力のあるバーティカル・プログラムやデ
ィープテックのアクセラレーター・プログラムの開発を促す。
•	 英国グローバル・アントレプレナーシップ・プログラムやK-Startupなどの体系化されたグローバル・
プログラムを通じて、経験豊富なグローバル志向のスタートアップ人材を引きつけ、エコシステムの
つながりを作る。

•	 国内の有望なスタートアップ創業者個人に対するエンジェル投資に税制優遇措置を設ける。

スキルインフラ •	 大学が、チャレンジ、アクセラレーション、アーリーステージの資金調達、国際的な成長マインドセッ
トの向上などを始めとする実践的起業家教育のエコシステムを構築できるよう、インセンティブや
プログラムを拡充し、支援する。

•	 ニューヨーク・ルーズベルト・アイランド・キャンパスのように、実践的プロジェクトに基づいたスター
トアップ教育を導入するために、国際的な主要プログラムを誘致し、変革イノベーションやディープ
テックの大学プログラムを活性化する。

•	 大学の研究開発商業化プログラムをイノベーション・ハブ全体に拡大し、グローバルな競争力のあ
る成長志向の支援プログラムや専門的なスタートアップ投資と結びつける。
•	 大学生以外を対象としたブートキャンプやアクセラレーターなどの非公式の実践的なアントレプレ
ナーシップ・プログラムや技術研修プログラムを促進し、それらを企業と結びつけるためのインセン
ティブを提供する。
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表6.2：
東京のエコシステムが取るべきアクション領域
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本書の分析では、公的機関や企業、大学によるイノベーション
研究開発（R&D）という従来のモデルに、スタートアップのア
ジャイル・イノベーションが組み合わさった、ハイブリッド型イノ
ベーション・モデルへと移行しつつあるということを前提として
いる（BCG 2019）。その結果、イノベーション・エコシステムとア
ントレプレナー・エコシステムが融合し（特にテクノロジー主導の
スタートアップ・エコシステムはこの傾向が強い）、イノベーショ
ン・エコシステムの性質がイノベーションとスタートアップのエコ
システムに変化している（Autio et al. 2014）。この前提に従う
と、イノベーションとスタートアップのハイブリッド型エコシステ
ムへと移行しないイノベーション・エコシステムは、時間の経過と
ともにダイナミックさを失い、競争力を失うことになると考えられ
る。

イノベーションとスタートアップのハイブリッド型エコシステムへ
の移行は世界的な現象であり、イノベーション・ハブを補完する
スタートアップ・エコシステムが主要都市圏に出現している。サ
ンフランシスコ・ベイエリアやボストンと並んで、ニューヨークは
イノベーション・スタートアップ・エコシステム・モデルの最も注目
すべき一例である。ニューヨークは、世界のトップ10に入る主
要なグローバル・イノベーション・ハブであり（表1.1）、米国では2
番目、世界では3番目に大きなスタートアップ・エコシステムでも
ある（表1.1）。ニューヨークのスタートアップ・エコシステムは、
サンフランシスコやボストンとは異なり、誕生したのは2008年以
降と比較的新しい。この事実は、ニューヨークが東京と同様に
持つグローバル都市という特性と相まって、東京のスタートアッ
プ・エコシステムを分析する上でニューヨークがより関連性の強
い事例であることを示している。以上の理由から、本書の分析
では、ニューヨークのエコシステムを主な比較対象として活用す
る。また、この比較分析は、他の主要なエコシステムのデータ
によっても補完される。

本書では簡略化のため、東京大都市圏のスタートアップ・エコ
システムを指すのに「首都圏」と「東京」を同じ意味で使ってい
る。また、ニューヨークとサンフランシスコ・ベイエリアのエコシ
ステムを指すのに、「ニューヨーク」と「ニューヨーク市」、「サン
フランシスコ」と「サンフランシスコ・ベイエリア」を同じ意味で
使っている。本書で言及しているその他のエコシステムや科学
技術クラスター／ハブについては、各エコシステムやクラスター
／ハブを、その都市圏の中で最大の都市名で表している。

本書の主要前提

前提と主要概念



サンフランシスコ #5

ボストン #7

ニューヨーク #8

サンディエゴ #11

ワシントンDC #13

ロサンゼルス #14

ヒューストン #16

シアトル #17

シカゴ #20

深セン #2

北京 #4

上海 #9

南京 #21

杭州 #25

パリ #10

ロンドン #15

アムステルダム #18

ケルン #19

ミュンヘン #23

ソウル #3

テジョン #22

テルアビブ #24

大阪 #6

名古屋 #12

#1 サンフランシスコ

#4 ボストン
#3 ニューヨーク

#12 サンディエゴ

#18 ワシントンDC

#6 ロサンゼルス

#13 シアトル

#15 シカゴ

#19 深セン

#2 北京

#5 上海

#8 杭州

#17 パリ

#7 ロンドン

#9 ベンガルール

#25 ソウル

#16 シンガポール

#14 テルアビブ

#20 オースティン

#22 アトランタ

#24 フィラデルフィア

#11 ベルリン
#10 デリー

#23 トロント

東京 #1

#21 東京

トップ25に数えられる
科学技術クラスター

トップ25に数えられる
VCクラスター
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出所：Dutta, Lanvin, and Wunsch-Vincent, 2020; Florida and Hathaway, 
2018. 
注記：VC = ベンチャーキャピタル。斜体はそのカテゴリーで26位以下にラン
キングされているクラスターを示す。世界知的所有権機関（WIPO）のグロー
バル・イノベーション・インデックスは、特許の出願に記載された発明者、科学
文献に記載された著者、発明者と著者の住所のジオコーディングと密度準拠
クラスタリングアルゴリズムに基づいて、科学技術クラスターのランキングを
提供している。この指標の詳細な方法論については、Dutta, Lanvin, and 
Wunsch-Vincent (2020)を参照されたい。VCクラスターのランキングは、
2015年から17年までのVC企業からの投下資本に基づいている。この指標の
詳細な方法論については、Florida and Hathaway (2018)を参照のこと。

表1.1：
主要国の科学技術クラスターとVCクラスターのランキング
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科学技術クラスターまたはハブ：本書では、世界知的所有権機
関（WIPO）による科学技術クラスターまたはハブの定義を使用
する。これは、科学的知識とイノベーションの成果（科学文献
や特許など）が集中している大都市圏または都市圏と定義され
る。

スタートアップ：本書ではスタートアップを、（a）高成長を実現で
きる財務モデルを持ち、（b）提供する製品やサービスに技術を
駆使した革新的アプローチを採用してスケーラビリティを確保し
ている、営利目的のビジネスベンチャーと定義する。これらの
ベンチャーには、現段階で利益を上げている企業もそうでない
企業もある（Mulas et al. 2018）。

スタートアップ・エコシステム：スタートアップ・エコシステムや起
業家エコシステムについて広範に合意されている単一的定義
は存在しないが、最も一般的な定義では、ビジネスや技術開発、
イノベーションを可能にすることを機能的目標とするアクターや
事業体により形成される、一連の複雑な関係性を持つシステ
ムを指している。このようなエコシステムは、ダイナミックで自
己規制的である（Isenberg 2014）。システム内のアクターや
事業体には、物的資源（資金、設備、施設など）と、エコシステム
に参加する諸機関（たとえば大学、ビジネススクール、研究機
関、国や地域の経済開発機関、資金提供機関、政策立案者な
ど）を構成する人的資本（学生、教員、職員、業界の研究者、メ
ンターなど）が含まれる。Jackson (2011)を参照のこと。ソー
シャルネットワークは、スタートアップ・エコシステムにとって非常
に重要な要素である。具体的には、起業機会の特定（Drori, 
Ellis, and Shapira 2013）、資金へのアクセス（Qian, Mulas, 
and Lerner 2018; Shane and Stuart 2002; Uzzi 1999）、情
報へのアクセス（Coleman, Katz, and Menzel 1957）、資源効
果やスピルオーバー効果の創出（Kalnins and Chung 2004; 
Stuart and Sorenson 2003）、戦略的提携およびステータスシ
グナリング（Roberts and Sterling 2012; Stuart, Hoang, and 
Hybels 1999）を支援する。

本書で使用する主要概念 ユニコーン：2008年以降に設立され、評価額が10億米ドルを超
えた企業。本書の関心と目的から、この評価額に達した企業
であれば、未公開企業か公開企業かを問わず、買収された技術
系企業やベンチャーキャピタルの資金提供を受けた企業も含め
て「ユニコーン」という言葉を使用する。このように本書では、
資金調達の方法が公開（たとえば、新規株式公開［IPO］を通じ
た株式売買、特別買収目的会社［SPAC］、直接上場、その他の
手段）か非公開かに関わらず、10億米ドル超の評価額に達した
高成長企業（多くの場合、テクノロジーを基盤とした企業）を比
較するために、「ユニコーン」という用語を使用している。

ベンチャーキャピタル（VC）：ベンチャーキャピタル企業やファン
ドが、高成長の可能性があると判断した、あるいは高成長を示
したスタートアップ、アーリーステージの企業、新興企業に提供
するプライベートエクイティ・ファイナンシングの一形態。
すべての金額は、特に明記されない限り米ドルである。その他
の用語、参照文献、分析方法、補足内容については、当該レポー
ト本編を参照のこと。
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本書では、イノベーション・モデルが、公的機関・大学・企業に
よる従来の研究開発（R&D）モデルと、スタートアップのアジャイ
ル・イノベーションとのハイブリッド型に移行しつつある中における、
東京およびその周辺地域のスタートアップ・エコシステムについて
分析する。まず、スタートアップ・エコシステムがグローバル都市
の発展、ひいては国家経済の発展においてどのような役割を果た
すかを紹介する。次に、イノベーション・スタートアップ・エコシス
テムへの移行期にある日本のイノベーション・システムを国レベル
で捉え、その中で首都圏がどのように機能しているかを考察する。
続いて、東京のスタートアップ・エコシステムを具体的に分析する。
このエコシステムは、投資、支援インフラ、スキルインフラで構成
されており、これらの要素は綿密な調査と深い分析を行うに値す
る。最後に、本書の結論では、東京におけるチャンスを活かすた
めのよりよい方法や異なる方法について、また他のグローバル都
市に当てはまるより普遍的な教訓について述べる。


